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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１導電型の半導体基板と、
　前記半導体基板の一面に形成し、接続する負荷に電力を供給する電力素子と、
　前記電力素子を形成した前記半導体基板の前記一面に形成し、第１導電型のソース・ド
レイン領域を有するＭＯＳトランジスタを少なくとも１つ含む回路素子と、
　前記電力素子を形成した前記半導体基板の前記一面に形成し、前記電力素子および前記
回路素子に対し独立して配置した第２導電型の第１半導体層と、
　前記半導体基板および前記第１半導体層と電気的に接続する外部回路と
　を備え、
　前記外部回路は、第１電源と、前記第１電源に一端を接続する第１抵抗素子と、前記第
１抵抗素子の他端にアノード電極を接続し、カソード電極をＧＮＤ接地する第１ダイオー
ドとを有し、
　前記第１抵抗素子の他端に前記第１半導体層を接続する、半導体装置。
【請求項２】
　前記外部回路の前記第１抵抗素子および前記第１ダイオードのうち少なくとも一方を、
前記半導体基板内に形成してある、請求項１に記載の半導体装置。
【請求項３】
　前記第１半導体層内に形成した第１導電型の第２半導体層をさらに備え、
　前記第２半導体層と、前記第１半導体層と、前記半導体基板とで第１トランジスタを構
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成し、
　前記第１抵抗素子の一端に前記第２半導体層を接続し、前記第１抵抗素子の他端に前記
第１半導体層を接続する、請求項１または請求項２に記載の半導体装置。
【請求項４】
　前記電力素子を形成した前記半導体基板の前記一面に形成し、少なくとも前記回路素子
および前記第１半導体層に対し独立して配置した第２導電型の第３半導体層と、
　前記第３半導体層内に形成した第１導電型の第４半導体層と、
　前記電力素子を形成した前記半導体基板の前記一面に形成し、少なくとも前記回路素子
、前記第１半導体層および前記第３半導体層に対し独立して配置した第２導電型の第５半
導体層と、
　前記第５半導体層内に形成した第１導電型の第６半導体層とをさらに備え、
　前記第４半導体層と、前記第３半導体層と、前記半導体基板とで第２トランジスタを、
前記第６半導体層と、前記第５半導体層と、前記半導体基板とで第３トランジスタをそれ
ぞれ構成し、
　前記第２トランジスタおよび前記第３トランジスタのコレクタ電極は、前記半導体基板
を介して接続し、
　前記第１抵抗素子の他端に、前記第２トランジスタのベース電極を接続し、前記第２ト
ランジスタのエミッタ電極に第２電源または第２抵抗素子を接続する、請求項３に記載の
半導体装置。
【請求項５】
　前記第３トランジスタのエミッタ電極に、一端を接続する第３抵抗素子と、
　前記第３抵抗素子の他端にアノード電極を接続し、前記第１抵抗素子の一端にカソード
電極を接続した第２ダイオードと、
　前記第１電源に対して並列に接続した容量素子と、
　前記容量素子に対して並列に接続した第３ダイオードと、
　前記第３ダイオードと前記第１電源との間に接続した第４抵抗素子と
　をさらに備える、請求項４に記載の半導体装置。
【請求項６】
　前記第２抵抗素子、前記第３抵抗素子、前記第２ダイオード、前記第３ダイオードおよ
び前記容量素子のうち少なくとも１つは、前記半導体基板内に形成してある、請求項５に
記載の半導体装置。
【請求項７】
　前記第１トランジスタ、前記第２トランジスタおよび前記第３トランジスタは、前記電
力素子に形成する、請求項４～請求項６のいずれか１項に記載の半導体装置。
【請求項８】
　前記第１半導体層内に形成した第１導電型の第２半導体層と、
　前記電力素子を形成した前記半導体基板の前記一面に形成し、少なくとも前記回路素子
および前記第１半導体層に対し独立して配置した第２導電型の第３半導体層と、
　前記第３半導体層内に形成した第１導電型の第４半導体層とをさらに備え、
　前記第２半導体層と、前記第１半導体層と、前記半導体基板とで第１トランジスタを、
前記第４半導体層と、前記第３半導体層と、前記半導体基板とで第２トランジスタをそれ
ぞれ構成し、
　前記第１トランジスタおよび前記第２トランジスタのコレクタ電極は、前記半導体基板
を介して接続し、
　前記第１抵抗素子の他端に、前記第１トランジスタのベース電極を接続し、前記第１ト
ランジスタのエミッタ電極に第２電源または第２抵抗素子を接続する、請求項１に記載の
半導体装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、電力用の半導体装置に関し、特に同一の半導体基板内に電力素子と回路素子
とを形成する半導体装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、電力用の半導体装置では、接続する負荷に電力を供給する電力素子と、電力素子
を制御する回路素子とを同一の半導体基板に形成する構造が開発されている。電力素子と
、回路素子とを同一の半導体基板に形成した半導体装置では、通常の動作において、回路
素子を構成するｐ型の深い半導体層（ＧＮＤ接地）の電位に対して、半導体基板の電位が
低くなることはない。そのため、回路素子を構成するＮＭＯＳ（N-channel　Metal-Oxide
-Semiconductor）と半導体基板との間に形成される寄生素子（寄生ＮＰＮトランジスタ）
は、通常動作において作動することがなく、半導体装置が誤動作することはない。
【０００３】
　しかし、半導体装置に負電流が流れた場合、回路素子を構成するｐ型の深い半導体層の
電位に対して、半導体基板の電位が低くなり、ｐ型の半導体層から半導体基板に寄生電流
が流れて寄生素子が作動する。半導体装置は、寄生素子が作動すると、誤動作する可能性
がある。
【０００４】
　特許文献１および特許文献２には、半導体装置に形成される寄生素子を作動させず、半
導体装置の誤動作を防止する構成が開示してある。
【０００５】
　特許文献１に開示されている半導体装置では、寄生素子を作動させないために、電力素
子のトランジスタと回路素子との間に第１のダミー領域を形成し、トランジスタと半導体
基板の端との間に第２のダミー領域とを形成してある。そして、第１及び第２のダミー領
域は、半導体基板とは異なった導電型であり、第２のダミー領域はトランジスタと第１の
ダミー領域との間にある半導体基板部分とに接続されている。
【０００６】
　また、特許文献２に開示してある半導体装置では、寄生素子を作動させないために、素
子分離領域と内部回路のＧＮＤラインが、ＧＮＤパッドから配線層により直接接続せず、
抵抗素子を介して接続してある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００６－１５６９５９号公報
【特許文献２】特開平０６－３５００３２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　電力素子と、回路素子とを同一の半導体基板に形成した半導体装置では、回路素子を構
成するＮＭＯＳと半導体基板との間に寄生素子が形成される。この半導体装置において、
負電流が流れた場合、回路素子を構成するｐ型の深い半導体層の電位に対して、半導体基
板の電位が低くなり寄生素子が作動して、半導体装置の誤動作が発生する。
【０００９】
　それゆえに、本発明は、上記問題点を解決するためになされたものであり、半導体装置
に負電流が流れた場合でも、回路素子を構成する深い半導体層の電位に対して、半導体基
板の電位が低くなるのを抑制して寄生素子を作動させず、半導体装置の誤動作を防止する
。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記課題を解決するために、本発明は、第１導電型の半導体基板と、半導体基板の一面
に形成し、接続する負荷に電力を供給する電力素子と、電力素子を形成した半導体基板の
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一面に形成し、第１導電型のソース・ドレイン領域を有するＭＯＳトランジスタを少なく
とも１つ含む回路素子と、電力素子を形成した半導体基板の一面に形成し、電力素子およ
び回路素子に対し独立して配置した第２導電型の第１半導体層と、半導体基板および第１
半導体層と接続する外部回路とを備えている。外部回路は、第１電源と、第１電源に一端
を接続する第１抵抗素子と、第１抵抗素子の他端にアノード電極を接続し、カソード電極
をＧＮＤ接地する第１ダイオードとを有し、第１抵抗素子の他端に第１半導体層を接続す
る。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明に係る半導体装置によれば、半導体装置に負電流が流れた場合でも、回路素子を
構成する深い半導体層の電位に対して、半導体基板の電位が低くなるのを抑制して寄生素
子を作動させず、半導体装置の誤動作を防止する。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の実施の形態１に係る半導体装置の構成を示す概略図である。
【図２】本発明の実施の形態１に係る半導体装置の回路構成を示す回路図である。
【図３】本発明の実施の形態２に係る半導体装置の構成を示す概略図である。
【図４】本発明の実施の形態２に係る半導体装置の回路構成を示す回路図である。
【図５】本発明の実施の形態３に係る半導体装置の回路構成を示す回路図である。
【図６】本発明の実施の形態４に係る半導体装置の構成を示す概略図である。
【図７】本発明の実施の形態４に係る半導体装置の回路構成を示す回路図である。
【図８】本発明の実施の形態５に係る半導体装置の構成を示す概略図である。
【図９】本発明の実施の形態５に係る半導体装置の回路構成を示す回路図である。
【図１０】本発明の実施の形態６に係る半導体装置の回路構成を示す回路図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本発明に係る実施の形態について図面を参照して説明する。
　（実施の形態１）
　図１は、本発明の実施の形態１に係る半導体装置の構成を示す概略図である。図１に示
す半導体装置１０は、電力用であり、接続する負荷に電力を供給する電力素子１と、電力
素子１を制御する回路素子２とを同一の半導体基板３に形成してある。さらに、半導体基
板３には、電力素子１を形成した一面に、電力素子１および回路素子２に対し独立して配
置したｐ型の半導体層４が形成してある。
【００１４】
　半導体基板３は、ｎ型のシリコン基板であり、一面に電力素子１および回路素子２を形
成してある。また、半導体基板３は、電力素子１および回路素子２を形成した一面の反対
側の面に、ｐ型の半導体層５、裏面電極６を積層してある。
【００１５】
　電力素子１には、ｐ型の半導体層１ａ内に、ｎ型のソース・ドレイン領域１ｂを有する
ＭＯＳトランジスタ１ｃが形成してある。
【００１６】
　回路素子２には、ｐ型の半導体層２ａ内に、ｎ型のソース・ドレイン領域２ｂを有する
ＭＯＳトランジスタ２ｃが形成してある。ここで、ｐ型の半導体層２ａは、ｐ型の半導体
層１ａに比べて深く形成してある。さらに、半導体基板３には、ｐ型の半導体層２ａ内に
ｎ型の半導体層２ｄを形成し、形成した半導体層２ｄ内にｐ型のソース・ドレイン領域２
ｅを有するＭＯＳトランジスタ２ｆが形成してある。なお、ｐ型のソース・ドレイン領域
２ｅの間には、ゲート電極２ｇが形成してある。同様に、ｎ型のソース・ドレイン領域１
ｂの間、およびｎ型のソース・ドレイン領域２ｂの間にもゲート電極１ｄ，２ｈが形成し
てある。
【００１７】
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　図１に示した電力素子１および回路素子２の構成は例示であり、ＭＯＳトランジスタ１
ｃ，２ｃ，２ｆに限定されるものではなく、他の構成の素子を形成してもよい。ただし、
回路素子２には、ＭＯＳトランジスタ２ｃを少なくとも１つ含むものとする。そのため、
回路素子２には、ＭＯＳトランジスタ２ｃと半導体基板３との間に寄生素子が形成され、
具体的に、ｎ型のソース・ドレイン領域２ｂと、ｐ型の半導体層２ａと、ｎ型の半導体基
板３とで構成される寄生ＮＰＮトランジスタ７が半導体基板３に形成される。
【００１８】
　ｐ型の半導体層４は、ｎ型の半導体基板３に形成してあるので、ｐｎ接合のダイオード
８を構成する。
【００１９】
　図１には図示していないが、半導体装置１０には、半導体基板３および半導体層４と接
続する外部回路を備えている。外部回路を含めた半導体装置１０の等価回路を説明する。
図２は、本発明の実施の形態１に係る半導体装置１０の回路構成を示す回路図である。
【００２０】
　図２に示す外部回路９は、電源９ａと、電源９ａに一端を接続する抵抗素子９ｂと、抵
抗素子９ｂの他端にアノード電極を接続し、カソード電極をＧＮＤ接地するダイオード９
ｃとを有している。また、抵抗素子９ｂの他端は、ダイオード８のアノード電極（半導体
層４）と電気的に接続してある。
【００２１】
　図２に示す半導体装置１０では、電源９ａに抵抗素子９ｂおよびダイオード９ｃを直列
に接続することによって、ダイオード９ｃのアノード電極での電位が、たとえばダイオー
ド９ｃの順方向降下電圧ＶＦに対応する０．７Ｖ程度（常温）となる。これにより、半導
体層４の電位を０．７Ｖ程度に固定し、半導体基板３の電位を、半導体層４の電位から０
．７Ｖ程度低下した０Ｖ程度にする。
【００２２】
　半導体装置１０は、電力素子１が通常動作によるオン状態の間、半導体基板３の電位が
電力素子１のコレクタ－エミッタ間飽和電圧ＶＣＥ（saturation）となる。また、半導体
装置１０は、電力素子１が通常動作によるオフ状態の間、裏面電極６の電位が半導体基板
３の電位に比べて高電位となるため、半導体基板３の電位が負電位となることはない。
【００２３】
　しかし、半導体装置１０に負電流が流れた場合、半導体基板３の電位が負電位となる。
負電流が流れ半導体基板３の電位が負電位となった場合、外部回路９を備えていない従来
の半導体装置では、半導体層２ａの電位に対して半導体基板３の電位が低くなるので寄生
ＮＰＮトランジスタ７がオン状態となり、半導体層２ａから半導体基板３へ寄生電流が流
れて、寄生ＮＰＮトランジスタ７が作動する。
【００２４】
　半導体装置１０では、負電流が流れた場合でも、ダイオード９ｃによって半導体層４の
電位を０．７Ｖ程度に固定することができるため、半導体基板３の電位が負電位となるこ
となく、０Ｖ程度に維持することができる。これにより、半導体装置１０では、半導体層
２ａの電位と半導体基板３の電位とをほぼ同電位にすることができ、寄生ＮＰＮトランジ
スタ７がオン状態とならず、半導体層２ａから半導体基板３へ寄生電流が流れないため、
寄生ＮＰＮトランジスタ７が作動しない。
【００２５】
　以上のように、本発明の実施の形態１に係る半導体装置１０では、ダイオード９ｃによ
って半導体層４の電位を０．７Ｖ程度に固定することができるため、負電流が流れた場合
でも、回路素子を構成するｐ型の半導体層２ａの電位に対して、半導体基板３の電位が低
くなるのを抑制して寄生ＮＰＮトランジスタ７を作動させず、半導体装置１０の誤動作を
防止する。なお、半導体装置１０は、誤動作を防止することで、誤動作による特性の劣化
を抑えることができ、より長期間使用することが可能となる。
【００２６】
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　（実施の形態２）
　実施の形態１に係る半導体装置１０では、負電流が流れた場合、半導体層４に構成され
るダイオード８の順方向に電流が導通し、ダイオード８を流れる電流が増加する。ダイオ
ード８を流れる電流が増加すると、抵抗素子９ｂによる電圧降下によってダイオード９ｃ
のアノード電極の電位（半導体層４の電位）が下がる。
【００２７】
　抵抗素子９ｂによる電圧降下によってダイオード９ｃのアノード電極の電位が、ダイオ
ード９ｃの順方向降下電圧ＶＦ（たとえば、０．７Ｖ）以下になると、ダイオード９ｃが
オフ状態となり電流が導通しなくなる。ダイオード９ｃの順方向に電流が導通しなくなる
と、半導体層４の電位を固定することができなくなる。
【００２８】
　さらに、抵抗素子９ｂによる電圧降下が大きくなることによってダイオード９ｃのアノ
ード電極の電位が０Ｖ以下になると、半導体基板３の電位が、半導体層２ａの電位に対し
て０．７Ｖ以上低下することになるため、寄生ＮＰＮトランジスタ７が作動する。つまり
は、抵抗素子９ｂによる電圧降下が大きくなることで、半導体装置１０が誤動作する恐れ
がある。
【００２９】
　そこで、本発明の実施の形態２に係る半導体装置では、半導体層４に構成されるダイオ
ード８に代えて、半導体層４にトランジスタを構成する。図３は、本発明の実施の形態２
に係る半導体装置の構成を示す概略図である。図３に示す半導体装置２０は、電力用であ
り、接続する負荷に電力を供給する電力素子１と、電力素子１を制御する回路素子２とを
同一の半導体基板３に形成してある。さらに、半導体基板３には、電力素子１を形成した
一面に、電力素子１および回路素子２に対し独立して配置したｐ型の半導体層４が形成し
てある。また、半導体装置２０は、半導体層４内に、ｎ型の半導体層２１を形成してある
。
【００３０】
　なお、本発明の実施の形態２に係る半導体装置２０は、実施の形態１に係る半導体装置
１０と同じ構成要素について同じ符号を付して、詳細な説明を省略する。
【００３１】
　ｐ型の半導体層４内にｎ型の半導体層２１を形成してあるので、ｎ型の半導体層２１と
、ｐ型の半導体層４と、ｎ型の半導体基板３とで構成されるＮＰＮトランジスタ２２が半
導体基板３に形成される。
【００３２】
　図３には図示していないが、半導体装置２０には、半導体基板３および半導体層４と接
続する外部回路を備えている。外部回路を含めた半導体装置２０の等価回路を説明する。
図４は、本発明の実施の形態２に係る半導体装置２０の回路構成を示す回路図である。
【００３３】
　図４に示す外部回路９は、電源９ａと、電源９ａに一端を接続する抵抗素子９ｂと、抵
抗素子９ｂの他端にアノード電極を接続し、カソード電極をＧＮＤ接地するダイオード９
ｃとを有している。また、抵抗素子９ｂの一端は、ＮＰＮトランジスタ２２のコレクタ電
極（半導体層２１）と電気的に接続し、抵抗素子９ｂの他端は、ＮＰＮトランジスタ２２
のベース電極（半導体層４）と電気的に接続してある。
【００３４】
　図４に示す半導体装置２０では、電源９ａに抵抗素子９ｂおよびダイオード９ｃを直列
に接続することによって、ダイオード９ｃのアノード電極での電位が、たとえば０．７Ｖ
程度（常温）とする。これにより、半導体層４の電位を０．７Ｖ程度に固定し、半導体基
板３の電位を、半導体層４の電位から０．７Ｖ程度低下した０Ｖ程度にする。
【００３５】
　半導体装置２０は、電力素子１が通常動作によるオン状態の間、半導体基板３の電位が
電力素子１のコレクタ－エミッタ間飽和電圧ＶＣＥ（saturation）となる。また、半導体
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装置２０は、電力素子１が通常動作によるオフ状態の間、裏面電極６の電位が半導体基板
３の電位に比べて高電位となるため、半導体基板３の電位が負電位となることはない。
【００３６】
　半導体装置２０では、負電流が流れた場合でも、ダイオード９ｃによって半導体層４の
電位を０．７Ｖ程度に固定することができるため、半導体基板３の電位が負電位となるこ
となく、０Ｖ程度に維持することができる。これにより、半導体装置２０では、半導体層
２ａの電位と半導体基板３の電位とをほぼ同電位にすることができ、寄生ＮＰＮトランジ
スタ７がオン状態とならず、半導体層２ａから半導体基板３へ寄生電流が流れないため、
寄生ＮＰＮトランジスタ７が作動しない。
【００３７】
　また、半導体装置２０では、ｐ型の半導体層４内にｎ型の半導体層２１を形成しＮＰＮ
トランジスタ２２を構成することで、抵抗素子９ｂへ流れる電流を低減することができ、
抵抗素子９ｂでの電圧降下を抑制できる。そのため、半導体装置２０では、負電流が流れ
た場合でも、半導体装置１０のダイオード８を用いた場合に比べて、直流電流増幅率（ｈ

ＦＥ）倍までのコレクタ電流を流すことが可能となり、寄生ＮＰＮトランジスタ７の作動
を抑えることができる。
【００３８】
　以上のように、本発明の実施の形態２に係る半導体装置２０では、半導体装置１０のダ
イオード８に代えてＮＰＮトランジスタ２２を用いることで、抵抗素子９ｂによる電圧降
下を抑制して寄生ＮＰＮトランジスタ７を作動させず、半導体装置２０の誤動作をより確
実に防止する。
【００３９】
　（実施の形態３）
　外部回路９の一部構成を半導体基板３内に形成する場合について説明する。図５は、本
発明の実施の形態３に係る半導体装置の回路構成を示す回路図である。図５（ａ）に示す
半導体装置１０ａは、図２に示す半導体装置１０の外部回路９の一部構成を半導体基板３
内に形成してある。具体的に、半導体装置１０ａは、抵抗素子９ｂおよびダイオード９ｃ
を半導体基板３に形成してある。抵抗素子９ｂは、半導体基板３にポリシリコン膜を形成
することで構成し、ダイオード９ｃは、半導体基板３に注入する不純物の濃度を拡散する
ことで構成してある。
【００４０】
　同様に、図５（ｂ）に示す半導体装置２０ａは、図４に示す半導体装置２０の外部回路
９の一部構成を半導体基板３内に形成してある。具体的に、半導体装置２０ａは、抵抗素
子９ｂおよびダイオード９ｃを半導体基板３に形成してある。
【００４１】
　なお、本発明の実施の形態３に係る半導体装置１０ａ，２０ａは、実施の形態１に係る
半導体装置１０および実施の形態２に係る半導体装置２０と同じ構成要素について同じ符
号を付して、詳細な説明を省略する。
【００４２】
　以上のように、本発明の実施の形態３に係る半導体装置１０ａ，２０ａでは、外部回路
９の一部構成を半導体基板３内に形成することで、外部回路９のサイズの縮小化、短配線
化、低コスト化が可能である。
【００４３】
　なお、本発明の実施の形態３に係る半導体装置１０ａ，２０ａでは、抵抗素子９ｂおよ
びダイオード９ｃを半導体基板３内に形成する場合について説明したが、本発明はこれに
限定されるものではなく、抵抗素子９ｂおよびダイオード９ｃのうち少なくとも一方を半
導体基板３に形成すればよい。
【００４４】
　（実施の形態４）
　図６は、本発明の実施の形態４に係る半導体装置の構成を示す概略図である。図６に示
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す半導体装置４０は、電力用であり、接続する負荷に電力を供給する電力素子１と、電力
素子１を制御する回路素子２とを同一の半導体基板３に形成してある。
【００４５】
　なお、本発明の実施の形態４に係る半導体装置４０は、実施の形態１に係る半導体装置
１０と同じ構成要素について同じ符号を付して、詳細な説明を省略する。
【００４６】
　電力素子１には、ｐ型の半導体層１ｆと、ｐ型の半導体層１ｆ内に形成したｎ型の半導
体層１ｅとが形成してある。そのため、電力素子１には、ｎ型の半導体層１ｅと、ｐ型の
半導体層１ｆと、ｎ型の半導体基板３とで構成されるＮＰＮトランジスタ４１が形成され
る。さらに、ｐ型の半導体層１ｆと、ｎ型の半導体基板３と、ｐ型の半導体層５とで構成
するＰＮＰトランジスタ４２が半導体基板３に形成される。同様に、電力素子１には、ｐ
型の半導体層１ｇ内に、ｎ型の半導体層１ｈを形成してある。そのため、電力素子１には
、ｎ型の半導体層１ｈと、ｐ型の半導体層１ｇと、ｎ型の半導体基板３とで構成されるＮ
ＰＮトランジスタ４３が形成される。さらに、ｐ型の半導体層１ｇと、ｎ型の半導体基板
３と、ｐ型の半導体層５とで構成するＰＮＰトランジスタ４４が半導体基板３に形成され
る。なお、ＮＰＮトランジスタ４１のコレクタ電極と、ＮＰＮトランジスタ４３のコレク
タ電極とは、ｐ型の半導体層５を介して電気的に接続している。
【００４７】
　なお、図示していないが、電力素子１には、図１で示したように、ｐ型の半導体層１ａ
内に、ｎ型のソース・ドレイン領域１ｂを有するＭＯＳトランジスタ１ｃが形成してある
。
【００４８】
　図６には図示していないが、半導体装置４０には、半導体基板３および半導体層１ｆと
接続する外部回路を備えている。外部回路を含めた半導体装置４０の等価回路を説明する
。図７は、本発明の実施の形態４に係る半導体装置４０の回路構成を示す回路図である。
【００４９】
　図７に示す外部回路９は、電源９ａと、電源９ａに一端を接続する抵抗素子９ｂと、抵
抗素子９ｂの他端にアノード電極を接続するダイオード９ｃと、ダイオード９ｃのカソー
ド電極にアノード電極を接続し、カソード電極をＧＮＤ接地するダイオード９ｄとを有し
ている。また、抵抗素子９ｂの他端は、ＮＰＮトランジスタ４１のベース電極（半導体層
１ｆ）と電気的に接続してある。
【００５０】
　図７に示す半導体装置４０では、電源９ａに抵抗素子９ｂおよびダイオード９ｃ，９ｄ
を直列に接続することによって、ダイオード９ｃのアノード電極での電位が、たとえばダ
イオード９ｃ，９ｄの順方向降下電圧ＶＦの和に対応する１．４Ｖ程度（常温）となる。
これにより、ＮＰＮトランジスタ４１は、ベース電極に１．４Ｖ程度の電圧が印加され、
エミッタ電極に接続された電流源４５によって半導体基板３から電流を引抜くことができ
る。ＮＰＮトランジスタ４１により半導体基板３から電流を引抜くことで、半導体基板３
に注入されたホール電流の一部が、ＮＰＮトランジスタ４３のベース電極に流れ、ＮＰＮ
トランジスタ４３を動作させる。
【００５１】
　ＮＰＮトランジスタ４３が動作することで、ＮＰＮトランジスタ４３のエミッタ電極か
ら出力する電圧は、ＮＰＮトランジスタ４３のコレクタ電極の電圧に限りなく近い電圧と
なる。そのため、ＮＰＮトランジスタ４３のエミッタ電極に、たとえば出力端子電圧を検
出する機能回路４６を設けることで、半導体装置４０は、出力端子電圧に比例した信号を
取込んで過電圧を制御する過電圧保護機能を設けることができる。なお、ＮＰＮトランジ
スタ４３のベース電極は、複数のツェナーダイオード４７を介してＧＮＤ接地してある。
【００５２】
　半導体装置４０は、半導体装置４０に負電流が流れた場合、ＮＰＮトランジスタ４１の
ベース電極（ｐ型の半導体層１ｆ）とｎ型の半導体基板３とで構成されるｐｎ結合によっ
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て、半導体基板３の電位がＮＰＮトランジスタ４１のベース電極の電位（１．４Ｖ程度（
常温））から０．７Ｖ程度（常温）に低下した電位を維持しようとする。そのため、半導
体装置４０は、ｐ型の半導体層２ａとｎ型の半導体基板３とが逆バイアス状態となり、半
導体層２ａから半導体基板３へ寄生電流が流れないため、寄生ＮＰＮトランジスタ７が作
動しない。
【００５３】
　以上のように、本発明の実施の形態４に係る半導体装置４０では、電力素子１にＮＰＮ
トランジスタ４１およびＮＰＮトランジスタ４３を設けることで、負電流が流れた場合で
も、回路素子を構成するｐ型の半導体層２ａの電位に対して、半導体基板３の電位が低く
なるのを抑制して寄生ＮＰＮトランジスタ７を作動させず、半導体装置４０の誤動作を防
止する。
【００５４】
　なお、本発明の実施の形態４に係る半導体装置４０では、ＮＰＮトランジスタ４１およ
びＮＰＮトランジスタ４３を電力素子１に設けたが、本発明はこれに限定されるものでは
なく、電力素子１および回路素子２以外に設けてもよい。
【００５５】
　また、ＮＰＮトランジスタ４１およびＮＰＮトランジスタ４３は、必要な性能を得るた
め、電力素子１および回路素子２と別の製造工程で形成することが望ましい。しかし、十
分な性能が得られるのであれば、ＮＰＮトランジスタ４１およびＮＰＮトランジスタ４３
は、電力素子１または回路素子２と同じ製造工程で形成してもよい。また、ＮＰＮトラン
ジスタ４１およびＮＰＮトランジスタ４３を電力素子１に形成することで、電力素子１を
構成する他の素子と同じ製造工程で形成することができ、製造コストを低減することがで
きる。
【００５６】
　さらに、ＮＰＮトランジスタ４１は、エミッタ電極に接続された電流源４５によって半
導体基板３から電流を引抜いているが、電流源４５に代えて抵抗素子をエミッタ電極に接
続して、半導体基板３から電流を引抜いてもよい。なお、ＮＰＮトランジスタ４１のエミ
ッタ電極に抵抗素子を接続した場合に比べて、電流源４５を接続した方が回路構成のサイ
ズを縮小することができる。
【００５７】
　また、複数のツェナーダイオード４７は、ポリツェナーダイオードとして半導体基板３
上に形成してもよい。同様に、電流源４５に代えてＮＰＮトランジスタ４１のエミッタ電
極に接続する抵抗素子もポリシリコン抵抗として半導体基板３上に形成してもよい。
【００５８】
　（実施の形態５）
　図８は、本発明の実施の形態５に係る半導体装置の構成を示す概略図である。図８に示
す半導体装置５０は、電力用であり、接続する負荷に電力を供給する電力素子１と、電力
素子１を制御する回路素子２とを同一の半導体基板３に形成してある。さらに、半導体基
板３には、電力素子１を形成した一面に、電力素子１および回路素子２に対し独立して配
置したｐ型の半導体層４が形成してある。また、半導体装置５０は、半導体層４内に、ｎ
型の半導体層２１を形成してある。
【００５９】
　なお、本発明の実施の形態５に係る半導体装置５０は、実施の形態２に係る半導体装置
２０および実施の形態４に係る半導体装置４０と同じ構成要素について同じ符号を付して
、詳細な説明を省略する。
【００６０】
　電力素子１には、図６に示す半導体装置４０と同様に、ＮＰＮトランジスタ４１，４３
、ＰＮＰトランジスタ４２，４４を含んでいる。なお、図示していないが、電力素子１に
は、図１で示したように、ｐ型の半導体層１ａ内に、ｎ型のソース・ドレイン領域１ｂを
有するＭＯＳトランジスタ１ｃが形成してある。
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【００６１】
　また、図３に示す半導体装置２０と同様、ｐ型の半導体層４内にｎ型の半導体層２１を
形成してあるので、ｎ型の半導体層２１と、ｐ型の半導体層４と、ｎ型の半導体基板３と
で構成されるＮＰＮトランジスタ２２が半導体基板３に形成される。
【００６２】
　図８には図示していないが、半導体装置５０には、半導体基板３および半導体層１ｆ，
４と接続する外部回路を備えている。外部回路を含めた半導体装置５０の等価回路を説明
する。図９は、本発明の実施の形態５に係る半導体装置５０の回路構成を示す回路図であ
る。
【００６３】
　図９に示す外部回路９は、電源９ａと、電源９ａに一端を接続する抵抗素子９ｂと、抵
抗素子９ｂの他端にアノード電極を接続するダイオード９ｃと、ダイオード９ｃのカソー
ド電極にアノード電極を接続し、カソード電極をＧＮＤ接地するダイオード９ｄとを有し
ている。また、抵抗素子９ｂの他端は、ＮＰＮトランジスタ４１のベース電極（半導体層
１ｆ）と電気的に接続してある。さらに、抵抗素子９ｂの一端は、ＮＰＮトランジスタ２
２のコレクタ電極（半導体層２１）と電気的に接続し、抵抗素子９ｂの他端は、ＮＰＮト
ランジスタ２２のベース電極（半導体層４）と電気的に接続してある。
【００６４】
　実施の形態４に係る半導体装置４０では、負電流が流れた場合、抵抗素子９ｂを流れる
電流が大きくなると、抵抗素子９ｂによる電圧降下によってダイオード９ｃのアノード電
極の電位、つまりＮＰＮトランジスタ４１のベース電極の電位が下がる。
【００６５】
　ＮＰＮトランジスタ４１のベース電極の電位が下がると、半導体基板３の電位が、半導
体層２ａの電位に対して低下するため、寄生ＮＰＮトランジスタ７が作動する。つまりは
、抵抗素子９ｂによる電圧降下が大きくなることで、半導体装置４０が誤動作する恐れが
ある。
【００６６】
　そこで、半導体装置５０では、ｐ型の半導体層４内にｎ型の半導体層２１を形成しＮＰ
Ｎトランジスタ２２を構成することで、抵抗素子９ｂへ流れる電流を低減することができ
、抵抗素子９ｂでの電圧降下を抑制できる。そのため、半導体装置５０では、負電流が流
れた場合でも、実施の形態４に係る半導体装置４０の構成を用いた場合に比べて、抵抗素
子９ｂでの電圧降下を抑制し、寄生ＮＰＮトランジスタ７の作動を抑えることができる。
【００６７】
　以上のように、本発明の実施の形態５に係る半導体装置５０では、半導体装置４０の構
成に加えてＮＰＮトランジスタ２２を設けることで、抵抗素子９ｂによる電圧降下を抑制
して寄生ＮＰＮトランジスタ７を作動させず、半導体装置５０の誤動作をより確実に防止
する。
【００６８】
　（実施の形態６）
　図１０は、本発明の実施の形態６に係る半導体装置６０の回路構成を示す回路図である
。図１０に示す半導体装置６０は、外部回路９以外の構成が実施の形態５に係る半導体装
置５０と同じであるため、半導体装置５０と同じ構成要素について同じ符号を付して、詳
細な説明を省略する。
【００６９】
　図１０に示す外部回路９は、電源９ａと、電源９ａに一端を接続する抵抗素子９ｂと、
抵抗素子９ｂの他端にアノード電極を接続するダイオード９ｃと、ダイオード９ｃのカソ
ード電極にアノード電極を接続し、カソード電極をＧＮＤ接地するダイオード９ｄとを有
している。さらに、外部回路９は、ＮＰＮトランジスタ４３のエミッタ電極に、一端を接
続する抵抗素子９ｅと、抵抗素子９ｅの他端にアノード電極を接続し、抵抗素子９ｂの一
端にカソード電極を接続したダイオード９ｆとを有している。また、外部回路９は、電源
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９ａに対して並列に接続した容量素子９ｇと、容量素子９ｇに対して並列に接続したツェ
ナーダイオード９ｈと、電源９ａとツェナーダイオード９ｈとの間に接続した抵抗素子９
ｉとを有している。
【００７０】
　抵抗素子９ｂの他端は、ＮＰＮトランジスタ４１のベース電極（半導体層１ｆ）と電気
的に接続してある。さらに、抵抗素子９ｂの一端は、ＮＰＮトランジスタ２２のコレクタ
電極（半導体層２１）と電気的に接続し、抵抗素子９ｂの他端は、ＮＰＮトランジスタ２
２のベース電極（半導体層４）と電気的に接続してある。
【００７１】
　半導体装置６０では、ＮＰＮトランジスタ４３のエミッタ電極に接続されている抵抗素
子９ｅがダイオード９ｆに流れる電流を制限している。また、ツェナーダイオード９ｈは
、電源９ａの電圧（たとえば１４Ｖ）に対し、たとえば７Ｖ程度でクランプする。
【００７２】
　ＮＰＮトランジスタ４３のエミッタ電極の電位が、容量素子９ｇのキャパシタ電位より
高い場合、容量素子９ｇへ充電が行なわれ、容量素子９ｇに充電した電荷を、制御回路な
どを含む回路素子２の電源として用いることもできる。なお、容量素子９ｇのキャパシタ
電圧は、ツェナーダイオード９ｈでクランプされるため最大７Ｖ程度までしか上昇するこ
とがなく、電源９ａ側へ容量素子９ｇのキャパシタ電流が逆流することはない。
【００７３】
　以上のように、半導体装置６０では、容量素子９ｇに充電した電荷を利用するため、電
源９ａ直近の抵抗素子９ｉで消費される電力を低減することができ、回路全体の消費電力
を抑制することができる。
【００７４】
　なお、半導体装置６０では、負電流が流れた場合でも、ダイオード９ｆを設けているの
で、ＮＰＮトランジスタ４３のエミッタ電極へ電流が流れることがなく、ＮＰＮトランジ
スタ２２の動作により、抵抗素子９ｂによる電圧降下を抑制して寄生ＮＰＮトランジスタ
７を作動させず、半導体装置６０の誤動作を防止する。
【００７５】
　また、抵抗素子９ｂ，９ｅ，９ｉは、ポリシリコン抵抗として半導体基板３上に形成し
てもよい。同様に、ダイオード９ｃ，９ｄ，９ｆも、拡散ダイオードとして半導体基板３
上に形成してもよい。さらに、容量素子９ｇは、シリコン基板とポリシリコンを利用した
コンデンサとして半導体基板３上に形成してもよい。同様に、ツェナーダイオード９ｈも
、ポリツェナーダイオードとして半導体基板３上に形成してもよい。
【００７６】
　今回開示された実施の形態はすべての点で例示であって制限的なものではないと考えら
れるべきである。本発明の範囲は上記した実施の形態ではなくて特許請求の範囲によって
示され、特許請求の範囲と均等の意味および範囲内でのすべての変更が含まれることが意
図される。
【符号の説明】
【００７７】
　１　電力素子、４，５，２１　半導体層、７　寄生ＮＰＮトランジスタ、２２，４１，
４３　ＮＰＮトランジスタ、４２，４４　ＰＮＰトランジスタ、１ｄ，２ｈ，２ｇ　ゲー
ト電極、２　回路素子、３　半導体基板、６　裏面電極、８，９ｃ，９ｄ，９ｆ　ダイオ
ード、９　外部回路、９ａ　電源、９ｂ，９ｅ，９ｉ　抵抗素子、９ｇ　容量素子、９ｈ
，４７　ツェナーダイオード、１０，２０，４０，５０，６０　半導体装置、４５　電流
源、４６　機能回路。
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